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（（（（１１１１））））社会保険庁解体社会保険庁解体社会保険庁解体社会保険庁解体とととと社労士社労士社労士社労士のののの役割役割役割役割    

 今年は総選挙が予想され、年金問題が争点となりそうです。浮いた年金で揺れ

る社会保険庁は、これまで年金業務と健康保険業務を一体的に進めてきましたが、

今年の１０月にまず全国健康保険協会が設立され、健康保険業務を引き継ぎます。

そして、平成２２年１月には、日本年金機構が発足し、公的年金の運営業務を引

き継ぐとされています。社会保険庁の「解体・民営化」によって長期間にわたっ

て国民の生活を支える年金制度が維持されるかは疑問があるところです。こうし

た中で社会保険労務士の役割が今後一層強まるのではないかと思われます。 

 

（（（（２２２２））））２５２５２５２５年保険料納付要件年保険料納付要件年保険料納付要件年保険料納付要件のののの短縮短縮短縮短縮がまずがまずがまずがまず必要必要必要必要    

 日本の年金制度は、保険料積立機能による戦費調達が主要な目的であったこと

などから、原則として２５年という長期の保険料納付を必要とします。これは世

界にも例のないことで、無年金者の発生につながっています。 

 したがって、国民の年金権保障の観点から、加入期間の短縮は切実な課題です。

少なくとも欧米先進諸国並みの１０年程度にする必要があるでしょう。 

  

（（（（３３３３））））安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる年金制度年金制度年金制度年金制度のののの構築構築構築構築    

 公的年金制度は、人々の老後の生活を支える大切な制度です。現在と将来の無

年金・低年金者の問題と、それをつくりだしている制度の欠陥や年金不信を放置

することは許されません。 

 今求められることは、本当に信頼でき安心して暮らせる年金制度の構築と、1

人の被害者も出さないための解決策に英知を結集することではないでしょうか。 
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 社会保険庁から年金記録もれの可能性の

ある人に「ねんきん特別便」が送付されます。

もれていた年金記録が見つかった場合、大部

分の人は増額分の年金が過去にさかのぼっ

て支給されます。 

 しかし、記録の復活が年金額の増加に必ず

しもつながるわけではありません。「過払い」

になることが判明して、年金が減らされたり、

返済を求められることがおき、ときとして無

年金者になるおそれもあるからです。 

 そのため、下記に該当する年金を受給して

いる人は年金統合には注意が必要です。 

 

◆◆◆◆加給年金受給加給年金受給加給年金受給加給年金受給者者者者のののの妻妻妻妻のののの年金年金年金年金加入歴加入歴加入歴加入歴    

 老齢厚生年金や障害厚生年金につく加給

年金は、妻（配偶者）の厚生年金加入が２０

年（３５歳以上１５年）未満の場合です。年

金統合により、妻の厚生年金が２０年（３５

歳以上１５年）以上になると夫の年金につい

ていた加給年金はなくなります。配偶者加給

は、２２万７９００円～３９万６０００円で

す。妻が６５歳になると妻の年金に振替加算

がつきますが、妻の厚生年金が２０年以上に

なるとこれもなくなります。 

 

◆◆◆◆障害厚生年金障害厚生年金障害厚生年金障害厚生年金・・・・遺族厚生年金遺族厚生年金遺族厚生年金遺族厚生年金のののの最低保障最低保障最低保障最低保障

（（（（被保険者期間被保険者期間被保険者期間被保険者期間２５２５２５２５年未満年未満年未満年未満））））受給者受給者受給者受給者 

 現職中に発生した障害や死亡の場合など

障害厚生年金や遺族年金には、最低２５年

（３００月）加入していたものとみなす最低

補償があります。これまで算入していなかっ

た昔の厚生年金期間が見つかって統合した

場合、年金額算定の基礎となる平均標準報酬

月額が変わります。昔の低いときの標準報酬

月額を算入することによって年金支給額が

減額になることがおこります。年金支給の時

効は５年ですので最高５年分の返却が求め

られます。 

◆◆◆◆寡婦年金受給者寡婦年金受給者寡婦年金受給者寡婦年金受給者    

 寡婦年金は、死亡した夫が国民年金第１号

被保険者として２５年以上保険料を納付し

ていることが条件です。この寡婦年金の受給

者で亡夫に重複加入していた厚生年金が見

つかり、第１号被保険者としての２５年を満

たさなくなった場合は、寡婦年金の受給権を

失い返済を求められます。 

 

◆◆◆◆第第第第４４４４種被保険者加入種被保険者加入種被保険者加入種被保険者加入でででで受給資格受給資格受給資格受給資格をををを得得得得たたたた人人人人    

 第４種被保険者加入によって厚生年金加

入期間を２０年（中高年特例１５年）にして

受給資格を得た人で、それ以前の厚生年金が

出てきた場合、昔の低い平均金標準月額で再

計算され、受取る年金額が遡って減額されま

す。第４種被保険者とは旧厚生年金保険法の

制度で受給資格に必要な２０年（中高年１５

年）を満たない場合に行えた厚生年金の任意

加入期間のことです。 

 

◆◆◆◆国民年金国民年金国民年金国民年金のののの納付期間中納付期間中納付期間中納付期間中のののの脱退手当金脱退手当金脱退手当金脱退手当金    

 国民年金を納付している期間に厚生年金

の脱退手当金を受給している期間が見つか

った場合、厚生年金の加入期間が優先されま

す。このため、国民年金加入期間はなくなり、

保険料は還付されます。この結果、その分の

国民年金は減額されます。場合によっては、

２５年の納付要件を満たさないことも生ま

れ、無年金者となることがあります。 

 また、旧法の国民年金（年金コード０１２

０）を受給している人が、厚生年金と重複加

入していた場合、通算老齢年金に裁定替えに

なり、国民年金の特別加算分が過払いになり

ます。 
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 業務災害とは、労働者の業務上による負傷、疾病、障害又は死亡をいいます。

業務災害として認められるには、①業務と疾病等の間に一定の因果関係があるこ

と（業務起因性）、②労働者として雇われて働いていることが原因となって発生し

た災害であること（業務遂行性）が要件とされています。具体的には次の例があ

げられます。 

業務災害業務災害業務災害業務災害のののの具体的事例具体的事例具体的事例具体的事例    
 

①①①① 所定労働時間内や残業時間内に事業場

内において，事業主事業主事業主事業主のののの支配支配支配支配・・・・管理下管理下管理下管理下でででで業務業務業務業務

にににに従事従事従事従事しているしているしているしている場合場合場合場合のののの災害災害災害災害は，基本的に，

業務災害と認められます。ただし，次の場

合には業務災害とは認められません。 

（1）労働者が就業中に私用（私的行為）を

行い，または業務を逸脱する恣意的行為

をしていて，それらが原因となって災害

が発生した場合 

（2）労働者が故意に災害を発生させた場合 

（3）労働者が個人的なうらみなどにより，

第三者から暴行を受けて被災した場合 

（4）地震，台風など天災地変によって被災

した場合（ただし，事業場の立地条件や

作業条件・作業環境などにより，天災地

変に際して災害を被りやすい業務の事

情があるときは，業務災害と認められま

す。） 

 

②②②②    例えば昼休みや就業時間前後に同僚と

キャッチボールをしていた際，誤ってボー

ルにより負傷したような場合は，事業場施

設内にいたとしても実際に業務をしている

わけではないので私的行為により発生した

災害とされ，業務災害とはなりません。 

 

③③③③    業務中の用便・飲水等の生理的行為は

事業主事業主事業主事業主のののの支配下支配下支配下支配下にあることににあることににあることににあることに伴伴伴伴うううう業務業務業務業務に付

随する行為として取り扱われますので，そ

の際に発生した災害は業務災害とされます。 

 

④④④④ 出張出張出張出張やややや社用社用社用社用でのでのでのでの外出外出外出外出などなどなどなど事業場施設事業場施設事業場施設事業場施設

外外外外でのでのでのでの業務業務業務業務は，労働契約に基づき事業主の

命令を受けて仕事をしているわけですから，

途中で積極的な私的行為を行うなど特段の

事情がない限り，その際に発生した災害は，

一般的に，業務災害と認められます。 

 

⑤⑤⑤⑤ 業務業務業務業務とのとのとのとの間間間間にににに相当因果関係相当因果関係相当因果関係相当因果関係がががが認認認認めらめらめらめら

れるれるれるれる疾病疾病疾病疾病（（（（業務上疾病業務上疾病業務上疾病業務上疾病））））についても，業務

災害として認められます。 
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●●●●無年金者無年金者無年金者無年金者がががが１１８１１８１１８１１８万人万人万人万人    社保庁推計社保庁推計社保庁推計社保庁推計    

 社会保険庁は、公的年金の「無年金者」が、

推計で約 118 万人に上ることを明らかにした。

今後、保険料を納付しても受給資格要件を満た

さない人も含まれており、年齢別では 65 歳以

上が約 42万人、64～60歳が約 31万人、60歳

未満が約 45万人となっている。（12月 23日） 

 

●●●●「「「「学生納付特例学生納付特例学生納付特例学生納付特例」」」」のののの手続手続手続手続きがきがきがきが大学窓口大学窓口大学窓口大学窓口でででで可能可能可能可能    

 社会保険庁は、学生が国民年金の保険料の支

払いを卒業後まで猶予してもらう「学生納付特

例」について、2008 年４月から、大学や短大

の窓口での手続きが可能となるようにすると

発表した。これにより、学生が市町村に直接出

向いて申請する必要がなくなる。（12月 14日） 

 

●●●●「「「「厚生年金保険料納付特例法厚生年金保険料納付特例法厚生年金保険料納付特例法厚生年金保険料納付特例法」」」」がががが成立成立成立成立    

 保険料を給与から天引きされていたにもか

かわらず勤務先が納付していなかったために

年金が減額されてしまう可能性のある従業員

を救済するための「厚生年金保険料納付特例

法」が、12日に成立した。総務省「年金記録第

三者委員会」に厚生年金の記録訂正を申し立て

ている約１万 2,000人のうち 5,000人程度が救

済される見通し。（12月 13日） 

 

●●●●年金年金年金年金からからからから住民税住民税住民税住民税をををを天引天引天引天引きへきへきへきへ    

 政府は、高齢者が受け取る公的年金から、個

人住民税を天引きする制度を2009年10月に支

給する年金から始める方針を固めた。総務省は

65歳以上の年金受給者のうち、約２割が天引き

に移行することになるとみている。（12月 8日） 

 

●●●●ダイキンダイキンダイキンダイキンがががが「「「「偽装請負偽装請負偽装請負偽装請負」」」」改改改改めめめめ、、、、直接雇用直接雇用直接雇用直接雇用へへへへ    

 ダイキン工業は堺製作所（堺市）で、請負会

社が混在した生産方式が「偽装請負」にあたる

と大阪労働局から是正指導を受けたと発表し

た。これを受け、来年３月から同製作所の請負

労働者 488 人を直接雇用に切り替える。今後、

他の国内工場の請負労働者約630人についても

順次直接雇用に切り替える方針。（12月 7日） 

 

●●●●「「「「事業承継税制事業承継税制事業承継税制事業承継税制」」」」導入導入導入導入へへへへ    相続税相続税相続税相続税をををを８８８８割軽減割軽減割軽減割軽減    

 自民党税制調査会は、中小企業の後継者の相

続税負担を軽減する「事業承継税制」について、

相続税額を８割軽減する新制度を来年 10 月に

導入する方向で調整に入った。後継者難による

中小企業の廃業を減らし、技術の継承や雇用機

会の維持につなげるのが狙い。優遇措置を受け

るには５年間の事業継続や雇用維持といった

条件を満たす必要がある。政府は、適用要件を

定めた中小企業事業継続円滑法案を次期通常

国会に提出する方針。（12月 7日） 

 

●●●●「「「「社会保障社会保障社会保障社会保障カードカードカードカード」」」」はははは年金年金年金年金・・・・医療医療医療医療・・・・介護介護介護介護にににに    

 厚生労働省は、2011年度の導入を目指してい

る「社会保障カード」について、対象範囲を年

金・医療・介護に限定し、当初検討されていた

雇用保険は対象としない方針を明らかにした。

カードは１人に１枚発行される。（12月 4日） 

 


